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気候変動対策といえば？ 

部門別直接排出量を見ると温室効
果ガスの排出は発電と運輸だけで
50％以上 

⇒自然エネルギー発電への転換 

⇒電気自動車への移行 

などが注目される 



例：TESLA社のソーラーファーム 

広大な土地にソーラーパネルと大容量バッテリを設置した自然エネル
ギー施設 

TESLA社報道発表資料より 



世界の電動車市場予測 

出典：富士経済 

https://www.fuji-keizai.co.jp/report/detail.html?code=151902801


リチウムイオン電池（LIB）の構造 

正極⇔電解質｜電解質⇔負極 

 

• 電解質：エチレンカーボネート等有機溶媒にリチウム塩を溶解させ
たもの 

• 負極材：黒鉛やチタン酸リチウムなど 

• 正極材：コバルト系、ニッケル系、マンガン系など 

• それぞれに特徴はあるが、安定していてかつ許容量（蓄電できる
量）が大きいのはニッケル正極材やニッケル・マンガン・コバルト混
合正極材（NMC） 



２℃上昇シナリオのために必要なリチウムイオン電池の構成鉱物 

世界銀行報告書「Minerals for Climate Action」（2020年）より 



２℃上昇シナリオのために必要なエネルギー技術に必要とされる2050年の年間鉱物生産量
（左：2018年全生産量比、右：生産量） 

世界銀行報告書「Minerals for Climate Action」（2020年）より 



これからのリチウムイオン電池需要を
満たすには大量のニッケルが必要 

2017年時点で世界全体のニッケル利用の中で電池材料は3％程度と
わずかな割合 

世界銀行報告書では、2050年には現在の需要に加えて年間200万ト
ン以上のニッケルが必要になると試算（2018年生産量が約230万ト
ン） 

コバルト供給が間に合わなければその数字はさらに大きくなる 

ニッケル大手のVale社では、2030年には100万-180万トンが電池分
野での利用（全体の約37％）になると見込んでいる 

現在はリチウムイオン電池が全く足りていない状況なので、リサイクル
率の向上はこの需要増にあまり貢献できないが、近い将来には必要
な技術であることは間違いない 

 



リチウムイオン電池競争と日本企業 

車載バッテリでは韓国のLG

化学が2020年に1位に浮上
するも、安定してシェアを押さ
えているのはパナソニック 

日系自動車メーカーだけでな
く、テスラの一部モデルにも供
給するなどグローバルに展開 

世界の自動車電化に果たす
日本の電池メーカーとそこに
鉱物を供給するサプライ
チェーンは重要な役割を担う 



そのパナソニックには住友金
属鉱山が電池材料を供給① 

https://www.smm.co.jp/ne

ws/release/uploaded_files/

130926.pdf 



そのパナソニックには住友金
属鉱山が電池材料を供給② 

https://www.smm.co.jp/ne

ws/release/uploaded_files/

20170728_J.pdf 



そして車載バッテリへ 

https://www.smm.co.jp/ne

ws/release/2020/03/post-

1665.html 



そして、その電池材料の大部分は 

フィリピンのニッケル鉱山から 

住友金属鉱山株式会社 統合報告書2019に加筆 



フィリピンのニッケル酸化鉱が主力 



フィリピンにおける二つの 

ニッケル採掘現場 

タガニート 

リオツバ 



フィリピンにおける 

ニッケル採掘現場の資本関係 



公的資金も入っている 

■コーラル・ベイ・ニッケル社 

 第一精錬所建設時に国際協力銀行（JBIC）が融資 

 第一、第二精錬所建設時に日本貿易保険（NEXI）が付保 

 

■タガニートHPALニッケル社 

 国際協力銀行（JBIC）から二度の融資（総額約8.5億ドル） 

 日本貿易保険（NEXI）が付保 



ゲスト： 
グリゼルダ・マヨアンダさん 
Grizelda "Gerthie" Mayo-Anda 

 

通称「ジャーシー」と親しまれるグリゼルダさんは 
1990年に環境法律支援センター（ELAC）を設立
し、30年にわたり、環境弁護士として活躍してき
ました。 

ELACは、フィリピン・パラワン州の州都プエル
ト・プリンセサ市を拠点とするNGOで、生物多様
性の豊かなパラワン州の各地のコミュニティが
自然資源を自分たちで守っていくための啓発活
動や提言活動を積極的に行なってきました。 

リオツバ・ニッケル鉱山をめぐる環境問題につい
ても、先住民族コミュニティによる訴訟の支援か
ら、現在、懸念されている鉱山拡張に関する提
言活動まで、長年取り組みを続けています。 


